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1 ９ 陳 情 

第 ６ 号 
 

新宿区の医療充実のために社会保険中央総合病院、社会保険新宿診

療所を公的医療機関として存続し、機能充実を求める陳情 

 
付 託 委 員 会 

 
福祉健康委員会 

 
受理及び付託 
年 月 日 

 
平成１９年２月１９日受理、平成１９年２月２３日付託 

陳 情 者 

 
東京都新宿区百人町 
 

 
（ 要 旨 ） 
 新宿区においてこれまで公的な役割・機能を果たしてきた社会保険中央総合病院、社会

保険新宿診療所の公的医療機関として存続と機能充実に向けて、新宿区議会から国および

関係機関に意見書を提出してください。 
（ 理 由 ） 
⑴ ２００５年１０月、上記病院・診療所を含む年金・健康保険福祉施設を売却するため

に独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構（以下「機構」という。）が設立され

ました。 
社会保険新宿診療所は設立と同時に機構に出資され、社会保険中央総合病院は平成

１８年度末に策定される予定の整理合理化計画によっては機構に出資・売却される可能

性があります。 
⑵ 社会保険中央総合病院は６０年にわたり、救急医療をはじめクローン病、潰瘍性大腸

炎等の難病治療、エイズ基幹病院の認定等、不採算として民間医療機関から敬遠されが

ちな医療や特殊な医療でも貢献し、模範的な保険診療を実施しています。 
⑶ 社会保険新宿診療所は、昭和２７年に社会保険九段診療所として開設し、昭和３９年

に現在の新宿区に移転し社会保険新宿診療所として、通算５０年以上にわたり新宿区の

中小零細企業に働く人、新宿区民をはじめ年間１５万人の健診を行い、健康管理に寄与

しています。「民間健診機関で充足している」として売却目的に整理機構に出資されま

したが、政管健保の生活習慣病予防健診の受診率は全国平均で依然３０％台でしかあり

ません。生活習慣病の引き金となるメタボリック・シンドローム対策や来年施行される

特定健診の義務化（行わない事業所は罰則あり）、保健指導の強化など健診強化が国の

方針となり、公的な社会保険診療所等の存在なくしては健診体制の充足は図れない状況

です。 
 
以上の理由から、上記施設の性格を維持するためには利潤追求を主目的とした民間法人

への売却は望ましくありません。新宿区の医療充実のために社会保険中央総合病院、社会

保険新宿診療所を売却・廃止せず公的医療機関として存続し、より一層の機能の充実を切

に求めるものです。 
 


